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平成２９年度学部学生による自主研究奨励事業研究成果報告書 
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 2017 年 5 月 17 日に、日本貿易振興機構タイ・バンコク事務所の高田元樹知的財産部長と石川勇介
弁理士による公開講義が大阪大学で開催された。講義ではタイを含めた ASEAN 地域における知的財産
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権に関する現状や ASEAN 地域と日本の関係の重要さ等が語られた。特にタイに注目すると、特許出願
















 9 月 24 日から 28 日にかけてタイに滞在し、以下の行程で現地調査および意見交換を行った。 
 
9 月 25 日 日系食品メーカー 
     Tilleke&Gibbins Bangkok       大竹徳成弁理士 
     S&I International Bangkok Office  澤井容子弁理士 
9 月 26 日 バンコク市内視察(模倣品に関する調査) 
9 月 27 日 JETRO Bangok  
Asian Honda Motor Co.,Ltd     Executive Coordinator 今田賢治氏 
 
現地ではタイ全体の状況、知的財産制度の運用および知的財産の活用の 3つの側面から調査するこ
ととした。具体的には、タイおよび ASEAN 地域の経済および知的財産の現状について JETRO Bangkok
でブリーフィングを受けた。そして、知的財産制度の運用については Tilleke&Gibbins Bangkok およ
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III.研究成果 
1.タイの現状 
i. 人口と所得  
タイの人口は推定 6800 万人であり、ASEAN ではインドネシア、ベトナム、フィリピンに次ぎ第 4位
の人口である。特にバンコク市内の人口は 1300 万人と言われており、一大経済都市としての地位を
確立している。一方で、GDP はバンコク市内とそれ以外の地域において格差が大きく、所得の格差が









る在学率の推移（タイ国経済概況 20016-2017 年版）」によると、2002 年から 2014 年にかけて前期中











他の ASEAN 地域からも 7割減となった。一方で中国からの直接投資は増加しており、直接投資動向シ




GDP において第 3 次産業（サービス業）が最も多くの割合を占めている。第 2 次産業は主に電気・
電子技術分野が多くを占めている。現在サービス産業では、自国の産業がまだ発達しておらず外国と
競合することができない分野について、タイ企業を守る規制（外国人事業法）がある。災害や政治対
立により GDP 成長率が一時低下する年もあったが、2015 年からの 8年間でインフラ投資（鉄道、港・
高速道路の拡張等）に重きをおきはじめ、また観光客も増加しはじめたことで GDP は上昇している。
産業では内需に頼ることは難しく、インフラや観光業における収入が大きい。 
ASEAN 地域にも AEC（アセアン経済共同体）が構成されているが、EU とは異なり共通通貨のない非
                                                  
1 神野瑞枝「タイの地方間格差分析 -所得とケイパビリティ-」(『オイコノミカ』第 50 巻 第 2
号,2014 年, pp.45-72) 
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プに基づき、新憲法公布に向けた作業が進められていた。このような状況の中、2016 年 8 月に実施さ
れた国民投票により新憲法案が可決され、2017 年 4 月，新憲法が公布された2。 
 紛争のない日本に住んでいる私たちは、政府と軍隊が衝突する状況を想像することができず、その
ような状況の中で国民の生活の秩序が維持されていることを想定することが難しかった。実際に現地















                                                  
2 外務省タイ王国基礎データ http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/thailand/data.html 
（最終検索 2017 年 9 月 23 日） 
様式６ 
申請先学部  法学部 採択番号 No.３    
ix.課題 
タイでは現在、日本と同様に急速な少子高齢化が進んでいる。ASEAN 地域での人口推計における人



































                                                  
3 「タイにおける特許出願件数の推移」特許庁作成の資料より 
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制度づくり、あるいは運用が必要であると考える。 
なお、タイ知的財産庁においても、審査官を 25 名から 2018 年 3 月までに 100 名への増員を目標と
しており（2017 年 9 月時点で 78 名）、審査官の教育では日本の特許庁も協力を行っている。 
 
iii.日本による取り組み 
日系企業のタイを含む ASEAN 地域への進出に際し、日本からは JETRO を通じた支援が行われてい






























i.Asian Honda Motor Co.,Ltd 概要 
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2016 年のタイ自動車市場における日本車の販売台数シェアは 9割近くを占めており、その中でホン
ダ社は乗用車で第 2位、総合では第 3位のシェアを持つ5。また、二輪車市場では 2016 年の販売台数





の公表する世界各国の二輪車普及率によれば、日本では二輪車 1 台当たり人口は約 11 人程度である

























                                                  
5 自動車産業ポータル MARK LINES「自動車販売台数速報 タイ 2016 年」- 
https://www.marklines.com/ja/statistics/flash_sales/salesfig_thailand_2016(最終検索 2017 年
12 月 14 日) 
6 自動車産業ポータル MARK LINES「世界の二輪車生産と販売(上)」- 
https://www.marklines.com/ja/report/rep1590_201704(最終検索結果 2017 年 12 月 14 日) 
7 JAMA「世界各国の二輪車普及率」- http://www.jama.or.jp/world/world/world_2t3.html(最終検索
2017 年 12 月 8 日) 
8 BBC NEWS「Life and death on Thailand's lethal roads」- http://www.bbc.com/news/world-asia-
38660283(最終検索 2017 年 12 月 8 日) 
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9 日本貿易振興機構バンコク事務所 知的財産部「ASEAN における模倣品及び海賊版の消費・流通実態
調査(2014 年 3 月)」より 
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